
 

平成 31年度茨城県がん検診受診環境整備奨励金支給要項 

 

（趣旨） 

第１条 知事は，職域におけるがん検診受診率の向上を図るため，従業員ががん検診を受診する

ための職場環境づくりを推進した事業者に対し，予算の範囲内において奨励金を支給するもの

とし，当該奨励金については，茨城県補助金等交付規則（昭和 36年茨城県規則第 67号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか，この要項の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この要項において，「がん検診」とは別表１に掲げる内容の検診をいう。 

 

（奨励金の支給） 

第３条 奨励金の名称は，「がん検診受診環境整備奨励金」（以下「奨励金」という。）とし，支給

額は 100,000円とする。ただし，支給回数は，１事業者当たり１回とする。 

 

 （支給対象となる事業者） 

第４条 奨励金の支給対象となる事業者は，次の各号すべてに該当する法人及び個人事業主とす

る。 

(1) 茨城県内に主たる事業所を有していること。 

(2) 常時使用する従業員の数が５人以上 300人以下であること。 

(3) 労働安全衛生法第 66条第１項の規定に基づく健康診断（以下「定期健康診断」という。）

について就業規則に規定していること。なお，常時使用する従業員の数が 10人以上である場

合は，当該就業規則を所管労働基準監督署に届け出ていること。 

 (4) 雇用保険及び社会保険適用事業所であること。 

(5) 県税の未納がないこと。 

(6) 事業主（法人である場合にはその役員）が茨城県暴力団排除条例（平成 22年茨城県条例第

36号。以下「条例」という。）第７条に規定された者でないこと。 

(7) 過去に，下記の要項に基づく奨励金の支給を受けた事業者でないこと。 

 ア 平成 29年度茨城県がん検診受診環境整備奨励金支給要項 

 イ 平成 30年度茨城県がん検診受診環境整備奨励金支給要項 

(8) その他法令の規定を遵守していること。 

 

 （支給対象となる場合） 

第５条 奨励金は，第４条に規定する事業者が，平成 31年４月１日以降に別表２に掲げるいずれ

かの取組を実施し，当該取組が奨励金の支給対象として適正であると知事が認めた場合に支給

するものとする。 

 

 （計画書の届出） 

第６条 奨励金の支給を受けようとする事業者は，予め従業員ががん検診を受診するための職場

環境づくりに関する計画を策定し，その内容を，「がん検診受診環境整備推進計画書」（様式第



 

１号）により知事に届け出なければならない。 

 

 （支給の申請） 

第７条 奨励金の支給を受けようとする事業者は，第５条に規定する取組みを実施した後，「がん

検診受診環境整備奨励金支給申請書」（様式第２号。以下「申請書」という。）に次の各号に掲

げる書類を添えて，知事に提出するものとする。 

(1) 就業規則の写し（労働基準監督署に届け出て受理印が押印されているもの。常時雇用する

従業員の数が 10人未満の事業所で就業規則を労働基準監督署に届け出ていない場合は，従業

員全員の連署による申立書を添付する。） 

(2) 雇用保険適用事業所であることがわかる書類の写し 

(3) 社会保険適用事業所であることがわかる書類の写し 

(4) 第５条に規定する奨励金の支給対象となる取組を実施したことがわかる書類の写し 

(5) がん検診受診環境整備推進計画書（様式第１号）の写し（県に届け出て受付印が押印され

ているもの。） 

(6) 県税に未納がないことを証する納税証明書（茨城県県税条例施行規則様式第 40 号の４(イ)） 

(7) 誓約書（様式第３号） 

 

 （支給申請期間） 

第８条 前条の規定による申請の期間は，第５条に規定する取組を行った日から 2020年２月 29

日までの間とする。 

 

 （支給決定及び通知） 

第９条 知事は，奨励金の支給要件の確認に当たっては，必要に応じ実地調査又は事情確認等を

行うことができる。 

２ 知事は，奨励金の支給を決定したときは支給の決定を，支給しない旨の決定をしたときは不

支給の決定を，「がん検診受診環境整備奨励金支給（不支給）決定通知書」（様式第４号。以

下「決定通知書」という。）により，速やかに通知するものとする。 

 

 （申請の取下げ期間） 

第 10条 規則第８条第１項の知事の定める期日は，前条第２項の決定通知書の送付を受けた日か

ら 14日以内とする。 

 

 （支給方法） 

第 11条 知事は，第９条第２項の規定により支給の決定を行った事業者に対して，奨励金を申請

書に記載された口座に振り込むものとする。 

 

 （がん検診受診状況等の報告） 

第 12条 奨励金の支給の決定を受けた事業者は，従業員のがん検診の受診状況等について「がん

検診受診状況等報告書」（様式第５号）により，2020年３月 31日までに，知事に報告するもの

とする。 



 

  

 （支給決定の取消等） 

第 13条 知事は，奨励金の支給決定がなされた事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは，当該奨励金の支給決定を取り消すことができる。この場合において，既に奨励金が支

給されているときは，知事は当該奨励金の返還を命ずることができる。 

(1) この要項の規定に違反したとき。 

(2) この要項により知事に提出した書類に偽りの記載があったとき。 

(3) 事業主（法人である場合にはその役員）が条例第７条に規定された者に該当すると判明し

たとき。 

 

 （補足） 

第 14条 この要項に定めるもののほか，奨励金の支給に関し必要な事項は別に定める。 

 

   付 則 

この要項は, 平成 31年４月１日から施行する。 

 

 

別 表 １ 

種 類 検 査 項 目 

胃がん検診 胃内視鏡検査，胃部エックス線検査 

肺がん検診 胸部エックス線検査（定期健康診断の項目として実施するものを除く） 

大腸がん検診 便潜血検査 

乳がん検診 乳房エックス線検査，超音波検査 

子宮頸がん検診 子宮頸部の細胞診 

 

別 表 ２ 

区 分 条 件 等 

従業員ががん検診

を受診する際の休

暇制度等の創設 

・検診を受診するために必要な時間の休暇等を認める制度であること。 

・恒久的な制度であること。 

・当該制度を利用した従業員に，賃金の減額等の不利益が生じないこと。 

従業員ががん検診

を受診する際の受

診費用を負担する

制度等の創設 

・１人当たり 1,000円以上の費用を負担する制度であること。なお，受診

費用が 1,000円未満である場合にはその全額を負担する制度であるこ

と。 

・恒久的な制度であること。 

・当該制度を利用した従業員に，賃金の減額等の不利益が生じないこと。 

定期健康診断の項

目にがん検診の検

査項目を追加 

・検査項目を追加することに伴い発生する費用は，全額事業者が負担する

こと。 

・恒久的な取組であること。 

 


